別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：企業立地対策費
	事業名:テクノプラザＣＡＤ研修事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
商工労働部産業技術課　部材産業・技術支援係　電話番号：058-272-1111（内3096）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11352@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：7,100千円（前年度予算額：7,100千円）

	要求内容


	１　事業の内容


(株)ＶＲテクノセンターが実施する「テクノプラザＣＡＤ研修事業」において、(株)ＶＲテクノセンターが県内中小企業の受講料を減免した額を対象に、補助を行う。
・補助対象事業者　(株)ＶＲテクノセンター
・補助対象経費　　県内中小企業に対する研修受講料（教材費含む）のうち減免額
　　　　　　　　　陳腐化した研修機器等の置き換えにかかる経費

	２　所要経費


　補助金　7,100千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	7,100
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,100

	要求額
	7,100
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	　0
	7,100

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　モノづくり産業の育成・推進拠点であるテクノプラザにおいて、３次元ＣＡＤを中心とした研修を㈱ＶＲテクノセンターが実施し、県が当該事業を支援することで自動車・航空機等の設計業務等を担うモノづくり産業人材を育成し、県内中小企業の競争力強化および自立を促進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	補助対象となる県内中小企業受講者数
	－
（H19）
	－

 (H21)
	133

(H22)
	181
（H23）
	384
（H25）
	％
   47.1

	
	（H19）
	（H21）
	（H22）
	（H23）
	（H25）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）CATIA V5研修
①平成24年４月１日～平成24年９月30日（実績）

・開催講座数　22講座

・総受講者数（うち県内中小企業からの受講者数）　163人（116人）

　 ②平成24年10月１日～平成25年３月31日（予定）

　　 ・開催講座数　12講座

　　 ・総受講者数（うち県内中小企業からの受講者数）　 42人（25人）
（２）Pro/ENGINEER

①平成24年４月１日～平成24年９月30日（実績）

・開催講座数　６講座

・総受講者数（うち県内中小企業からの受講者数）　 11人（４人）

　 ②平成24年10月１日～平成25年３月31日（予定）

　　 ・開催講座数　10講座

　　 ・総受講者数（うち県内中小企業からの受講者数）　 17人（10人）
（３）SolidWorks
①平成24年４月１日～平成24年９月30日（実績）

・開催講座数　11講座

・総受講者数（うち県内中小企業からの受講者数）　 18人（７人）

　 ②平成24年10月１日～平成25年３月31日（予定）

　　 ・開催講座数　13講座

　　 ・総受講者数（うち県内中小企業からの受講者数）　 23人（14人）
（４）AutoCAD LT

①平成24年４月１日～平成24年９月30日（実績）

・開催講座数　６講座

・総受講者数（うち県内中小企業からの受講者数）　 11人（３人）

　 ②平成24年10月１日～平成25年３月31日（予定）

　　 ・開催講座数　５講座

　　 ・総受講者数（うち県内中小企業からの受講者数）　 ４人（２人）
（５）CAE/CAM

①平成24年４月１日～平成24年９月30日（実績）

・開催講座数　９講座

・総受講者数（うち県内中小企業からの受講者数）　35人（26人）

　 ②平成24年10月１日～平成25年３月31日（予定）

　　 ・開催講座数　５講座

　　 ・総受講者数（うち県内中小企業からの受講者数）　７人（４人）
（６）人材育成・その他

①平成24年４月１日～平成24年９月30日（実績）

・開催講座数　15講座

・総受講者数（うち県内中小企業からの受講者数）　114人（52人）

　 ②平成24年10月１日～平成25年３月31日（予定）

　　 ・開催講座数　22講座

　　 ・総受講者数（うち県内中小企業からの受講者数）　194人（121人）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　本年度の補助対象となる県内中小企業からの研修参加者数は９月までの上半期で既に前年度一年間の研修参加者数を超えている（H23上半期：98名 → H24上半期：208名　前年度比212％アップ）。

下半期の研修参加者数についても、引き続き広報に注力し、当該事業のＰＲを行っていることから、昨年度の下半期の研修参加者実績から本年度の上半期と同程度の伸び率が期待できる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	県の長期構想においても、地域外から所得を稼ぐことができる製造業は本県産業の中核と位置づけられている（第５章　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり　１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる）。

当該事業はモノづくり産業の生産性や付加価値の向上を支援するための中小企業支援及び産業人材の育成を目的とする事業である。

円高や海外製品の流入など、極めて厳しい状況にある県内地場産業・中小企業を支援するためにも当該事業は必要である。

加えて平成23年度に岐阜県等は国際戦略総合特区「アジアNO.1航空宇宙産業クラスター形成特区」の認定を受け地域として人材育成に積極的に取り組むこととしており、これを推進するためにも、ＣＡＤ技術者などの人材の供給が益々重要となってくる。
航空産業は次世代を担う産業であり、様々な産業への波及効果も大きいため、その発展は今後の岐阜県にとって非常に重要となってくる。そのためにも当該事業によるＣＡＤ技術者の育成は必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	当該事業を新人研修、キャリアアップ研修に利用していただける企業も増えており、今年度は上半期において補助対象となる県内中小企業からの受講者数が過去２年にない伸び率（前年度比212％）で増えた。これに伴い補助金の執行見込額は今年度の上半期だけで前年度の補助金決算額を超えている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	　当該事業は今年度より当課に移管されたが、当課では事業開始からの過去２年間の反省点を踏まえ、県内企業への広報活動に特に注力し事業を実施するよう指導している。
その結果、本年度の補助対象となる県内中小企業からの研修参加者数は９月までの上半期で既に前年度一年間の研修参加者数を超えている。

また、下半期の研修参加者数についても、引き続き広報に注力し、当該事業のＰＲを行っていることから、昨年度の下半期の研修参加者数と比較して、本年度の上半期と同程度の伸び率が期待できるため、今年度は当該事業予算額を全額執行できると考えている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　当該事業も今年度で３年目の実施となり、今年度は過去２年の反省点を踏まえ、広報に注力した結果、県内企業でも当該研修事業をキャリアアップ研修や新人研修のメニューに加えて頂ける企業も現れ、当該事業もようやく県内産業界に根付き始めた。
当該事業もようやく軌道に乗りつつあることから、引き続き広報に注力するとともに、受講者アンケート等により企業ニーズを把握したうえで、研修内容のチェック及び改善を実施し、企業ニーズに沿った魅力ある研修とする。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

平成23年に岐阜県等は国際戦略総合特区「アジアNo.1航空宇宙産業クラスター形成特区」の認定を受けた。これにはテクノプラザ、川崎重工岐阜工場、県内川重関連企業の立地区域が含まれている。特区認定を受けて地域として人材育成に積極的に取り組むこととしていることから、当該事業により産業人材であるＣＡＤ技術者の育成を継続する。


